政策ニュースレター第11号

社会保障審議会少子化対策特別部会・保育第2専門委員会（第4回）報告

日時：2009年10月30日（金）17:00～19:00

場所：中央合同庁舎4号館共用108会議室

出席者：＜委員＞ 岩淵・東北福祉大学教授（委員長）、篠原・連合生活福祉局長、安藤・資生堂人事部ダイバーシティ推進グループ、岡・大妻女子大学準准教授、坂崎・日本保育協会保育問題検討委員会委員長、須貝・宮城県子育て支援室長、菅原・全国私立保育園連盟常務理事、鍋島・柏市保育課長、西田・全国保育協議会副会長、前田・(財)横浜氏国際交流協会理事長、宮島・日本テレビ報道局解説委員、山口・(株)JPホールディングズ代表取締役 ＜特別部会委員＞大日向・恵泉女学園大学教授、吉田・遊育代表取締役 ＜事務局＞伊岐・雇用均等児童家庭局長、香取審議官、田川総務課長、朝川少子化対策企画室長他

議題：参入の仕組みについて

記

　現行制度では、都道府県の広い裁量に基づく判断により、最低基準を満たしている施設であっても認可されないケースがある。このため認可の可否だけでは、客観的基準を満たしている事業者を費用支払いの対象とするということが実現できないため、第1次報告（2009.2.24）では指定制を基本として検討していくことを確認されている。

　今回説明のあった厚生労働省案では、認可保育所の仕組みを残しつつ、別途国の最低基準をみたした事業者を「指定」することになる。民間企業の参入で懸念される安易な休廃止については、介護のように1か月前の届出や他事業者の連絡調整などの便宜提供を義務化するといった方法があると説明。運営費の使途制限については、運営費の充当区分（人件費・管理費・事業費）は廃止し、区分経理により支出の内容を明確にする方向性は示しつつも、保育事業以外（法人本部等）の費用への支出や株主配当への充当については明確な方針を示さなかった。

　指定制により参入を促進し、休廃止等の参入の弊害については規制を強化することについてはきわだった反対はなかったものの、使途制限については「経営努力を奨励するためにも、株主配当への充当はみとめていくべき」とする企業側の委員と、「公的資金には使途制限が必要」とするその他の委員の間で隔たりがあった。次回は11月17日の開催予定。

委員の主な意見は以下のとおり。

＜須貝委員＞

○事務への十分な職員配置が、公立保育所で80%、私立で100%が、主に事務処理について行政指導を受けている。管理職手当が不当に高いところもある。

＜西田委員＞

○最低基準を満たしていれば認可するべき。認可と指定を明確に区別し、単価設定などで、認可保育所を評価する仕組みが必要。

○都道府県・市町村は、認可保育所をもっと増やす方法（空き教室の活用等）を検討するべき。

○過疎地など指定も存在しないかもしれない地域においても、保育利用を保障する方法を検討する必要がある。

○公的なお金の処理には使途制限が必要。対面サービスは人件費が大きい。人件費にどの程度使われているかがわかる報告方法であるべき。

＜鍋島委員＞

○ 休廃止の場合の、サービス継続は市町村が保障するのは難しい。事業者に一定の義務を課すべき。

＜山口委員＞

○株式会社に社会福祉法人会計を課すべきではない。

○研究開発事業は保育事業なのか違うのか、保育事業の定義はあいまいである。株式市場から安定した資金を調達するためには運営費の配当への充当を認めるべき。

○ 企業規模が大きくなるほど、保育士等の処遇は向上する。

＜安藤委員＞

○株式会社の参入を促進していくためには、区分をなくして運営費全体で経営努力することを奨励するべき。株主配当への充当は認めるべき。

＜前田委員＞

○保育運営費は税金である。利益が上がるのであれば、運営費を下げろという議論になりかねない。保育士が安定して働ける人件費を確保する必要がある。

＜菅原委員＞

· 介護の教訓から学ぶべき。福祉事業の資金は福祉事業にのみ使途されるべき。

以　上
